
第109期 注記表 
平成23年4月1日から平成24年3月31日まで 



連　結　注　記　表 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 
１．連結の範囲に関する事項 
　連結子会社は６３社であり、主要な連結子会社の名称は次のとおりです。 
ＤＯＷＡエコシステム譁、ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．、ＤＯＷＡメタルマイン譁、小坂製錬譁、
秋田製錬譁、ＤＯＷＡエレクトロニクス譁、ＤＯＷＡメタルテック譁、ＤＯＷＡサーモテック譁 

　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった天津同和緑天使頂峰資源再生有限公司、ＤＯＷＡ ＭＥＴＡＬＴＥＣＨ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）
ＣＯ．， ＬＴＤ．は重要性が増したため、当連結会計年度から連結の範囲に含めています。 
　上記以外の子会社のうち、卯根倉鉱業譁ほか計２２社（休眠会社静狩金山譁ほか計２社を含む）の合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結総資産、連結売上高、連結当期純損益および利益剰余金等に対
し、いずれも僅少であり、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため非連結子会社としました。 

２．持分法の適用に関する事項 
　持分法適用関連会社は１２社であり、主要な持分法適用関連会社の名称は次のとおりです。 
　光和精鉱譁、小名浜製錬譁、ＭＩＮＥＲＡ ＴＩＺＡＰＡ， Ｓ．Ａ．ＤＥ Ｃ．Ｖ．、藤田観光譁 
　卯根倉鉱業譁ほか非連結子会社計２２社（休眠会社静狩金山譁ほか計２社を含む）および関連会社計７社の合計の当期純損益（持分に
見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結当期純損益および利益剰余金等に対し、いずれも僅少であり、全体とし
て連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため持分法を適用していません。 
　また、これらの会社に対する投資については原価法により評価しています。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
　連結子会社のうち、ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．、蘇州同和資源綜合利用有限公司、同和金属材
料（上海）有限公司等海外１３社の決算日は１２月３１日です。連結計算書類の作成にあたっては、同社の決算日の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 
その他有価証券（時価のあるもの）…… 
 
その他有価証券（時価のないもの）…… 
持分法非適用の非連結子会社および関連会社株式 

……移動平均法による原価法 
② デ リ バ テ ィ ブ……時価法 
③ たな卸資産の評価基準および評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。 
金・銀・銅・鉛・亜鉛・プラチナ・パラジウム・ロジウム・カドミウム 

……先入先出法 
そ の他の主要なたな卸資産……移動平均法および個別法 

（２）重要な固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法 
　ただし、最終処理施設は生産高比例法、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算出しています） 
移動平均法による原価法 

（１） 



②無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法 
　なお、耐用年数については、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）、ソフトウェア以外は法人税法に規
定する方法と同一の基準によっています。 

③ リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により算定しています。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
……リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっています。 
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しています。 

（３）重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率によ
り計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金 
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③ 役員賞与引当金 
　役員に対して支給する賞与（業績連動報酬の業績連動部分を含む）の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額
に基づき、当連結会計年度に見合う分を計上しています。 

④ 退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の時価に基づき計上しています。 
　数理計算上の差異については、主として発生の翌連結会計年度以降、定額法により５年間での按分額を営業費用に計上しています。 
　なお、一部の連結子会社については、簡便法を採用しています。 

⑤ 役員退職慰労引当金 
　連結子会社の一部は役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しています。 

⑥ 環境対策引当金 
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成１３年６月２２日 法律第６５号）の規定によるポリ塩化
ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるため、当連結会計年度末における処分費用の見積額を計上し、固定負債の「その他の引当金」
に含めて表示しています。 

（４）重要な収益および費用の計上基準 
完成工事高および完成工事原価の計上基準 
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については、工事進行基準を適用し、その他の
工事契約については、工事完成基準を適用しています。 
　なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度における進捗度の見積りは、主として原価比例法によっています。 

（５）その他の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
① ヘッジ会計の方法 
イ．ヘッジ会計の方法 
　原則として、繰延ヘッジ処理を採用していますが、借入金利息に対する金利スワップ取引については、特例処理の要件を
充たしているため特例処理を採用しています。 

（２） 



ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりです。 
・ヘッジ手段　……　金利スワップ取引 
　ヘッジ対象　……　借入金利息 
・ヘッジ手段　……　非鉄金属先渡取引 
　ヘッジ対象　……　たな卸資産の販売額・購入額 

ハ．ヘッジ方針 
　為替変動、金利変動、商品価格変動等の相場変動によるリスク回避を目的として、対象物の範囲内で個々の取引ごとに
ヘッジしています。 
ニ．ヘッジ有効性評価の方法等 
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを
比較し、両者の変動額などを基礎にして、毎月ヘッジ取引を統括する会議において評価しています。また、連結子会社につ
いては、毎月当社に運用・評価状況を報告しています。 

② 消費税等の会計処理 
　消費税等については、税抜方式によっています。 

③ のれんの償却の方法および期間 
　のれんは定額法により償却しています。また、償却期間は個々の超過収益力を勘案し２０年以内の一定の年数で処理しています。 

④ 連結納税制度 
　連結納税制度を適用しています。 

 
５．追加情報 
　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計
基準」（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第２４号　平成２１年１２月４日）を適用しています。 

 
（連結貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産の内容およびその金額 

有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　 ２３９百万円 
投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　　８，４１８百万円 

２．担保に係る債務の金額 
短期借入金　　　　　　　　　　　　　　 　 ９，１８９百万円 
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　 　２４，０１２百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　２２１，７７７百万円 
（注）上記金額には減損損失累計額を含めています。 

４．偶発債務 
保証債務　　　　　　　　　　　　　　　　　６，５３６百万円 
手形債権流動化に伴う買戻し義務　　　　　　　５３０百万円 

（３） 



株式の種類 

普通株式 

当連結会計年度増加株式数 

３０９，９４６，０３１ 

前連結会計年度末株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

（単位：株） 

― ― ３０９，９４６，０３１ 

株式の種類 

配当財産の金額の総額 

普通株式 

３，００５百万円 

１株当たり配当額 １０円 

基　準　日 平成２３年３月３１日 

効力発生日 平成２３年６月２７日 

株式の種類 

配当財産の金額の総額 

普通株式 

３，００５百万円 

１株当たり配当額 １０円 

基　準　日 平成２４年３月３１日 

効力発生日 平成２４年６月２７日 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．発行済株式に関する事項 
 
 
 
２．配当に関する事項 
①配当金支払額 
平成２３年５月１７日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。 
 
 
 
 
 
 
 
②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
平成２４年５月１８日開催の取締役会において、次のとおり決議を予定しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　３８４円５５銭 
２．１株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　　　　　３５円８６銭 
３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 
①連結損益計算書上の当期純利益　　　　　　　 １０，６１０百万円 
②普通株式に係る当期純利益　　　　　　　　　 １０，６１０百万円 
③普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　２９５，９１１千株 

 
（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
　当社グループは、資金運用については短期的な預金、現先取引にて行っています。 
　一方、資金調達については、銀行借入を中心として社債、電子ＣＰ等で実施し、調達手法や借入先、償還期間等の分散化を図る
ことを方針としています。 
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行い、リスク低減を図っています。また、投資有価証券は主として
株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 
　デリバティブについては、借入金利息、たな卸資産の販売額・購入額等の相場変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内に
限定して利用しており、投機的な取引は行っていません。 

（４） 



２．金融商品の時価等に関する事項 
　平成２４年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金ならびに（２）受取手形及び売掛金 
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（３）投資有価証券 
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

（４）支払手形及び買掛金ならびに（５）短期借入金 
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（６）長期借入金 
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記（７）デリバティブ取引
参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見
積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

（７）デリバティブ取引 
　これらの時価については、商品先物市場および先物為替相場等における連結会計年度末現在の先物相場および為替相場
をもとに算出しています。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています（上記（６）長期借入金参照）。 

２非上場株式等市場価格がないもの（連結貸借対照表計上額１７，５６６百万円）については、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「（３）投資有価証券」には含めていません。 
 

（重要な後発事象に関する注記） 
　該当事項はありません。 

（１）現金及び預金 

連結貸借対照表計上額（※１） 

４，８２４ 

（２）受取手形及び売掛金 ５９，３９４ 

（３）投資有価証券 ３４，８６２ 

（４）支払手形及び買掛金 （３４，８８６） 

（５）短期借入金（※２） （１８，７０９） 

（６）長期借入金（※２） （８８，９６０） 

（７）デリバティブ取引（※３） （９５６） 

時　価（※１） 

４，８２４ 

５９，３９４ 

３１，４７１ 

（３４，８８６） 

（１８，７０９） 

（８９，９２６） 

（９５６） 

差　額 

― 

― 

３，３９１ 

９６５ 

△ 

― 

― 

― 

（単位：百万円） 

（※１）負債で計上されているものについては、（　）で示しています。 
（※２）１年内返済予定長期借入金（連結貸借対照表計上額２８，０３１百万円）については、「（６）長期借入金」に含めています。 
（※３）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした純額を表示しています。 

（５） 



（６） 

個　別　注　記　表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準および評価方法 
（１）有価証券の評価基準および評価方法 

関係会社株式および出資金……………… 
その他有価証券（時価のあるもの）……… 
 
その他有価証券（時価のないもの）……… 

（２）デリバティブの評価基準および評価方法 
時価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

定率法 
　ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

（２）無形固定資産 
定額法 
　なお、耐用年数については、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）、ソフトウェア以外は法人税法に規
定する方法と同一の基準によっています。 

３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率によ
り計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

（２）賞与引当金 
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（３）役員賞与引当金 
　役員に対して支給する業績連動報酬の業績連動部分の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（４）退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しています。 
　数理計算上の差異については、発生の翌事業年度以降、定額法により５年間での按分額を営業費用に計上しています。 

（５）環境対策引当金 
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成１３年６月２２日 法律第６５号）の規定によるポリ塩化
ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるため、当事業年度末における処分費用の見積額を計上しています。 

４．ヘッジ会計 
（１）ヘッジ会計の方法 

　借入金利息に対する金利スワップ取引は、特例処理の要件を充たしているため特例処理を採用しています。 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりです。 
ヘッジ手段　……　金利スワップ取引 
ヘッジ対象　……　借入金利息 

移動平均法による原価法 
市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算出しています） 
移動平均法による原価法 



（７） 

（３）ヘッジ方針 
　金利変動によるリスク回避を目的として、ヘッジ対象物の範囲内で個々の取引ごとにヘッジしています。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法等 
　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

５．消費税等の会計処理 
　消費税等については、税抜方式によっています。 

６．連結納税制度 
　連結納税制度を適用しています。 

７．追加情報 
　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」
（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第２４号　平成２１年１２月４日）を適用しています。 
 

（貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産の内容およびその金額 

投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，８５２百万円 
関係会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　 ４，３０３百万円 

２．担保に係る債務の金額 
短期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）　　 ９，０８９百万円 
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　２４，０１２百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　９，２２４百万円 
４．偶発債務 

保証債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３，５２１百万円 
手形債権流動化に伴う買戻し義務　　　　　　　　 ５３０百万円 

５．関係会社に対する金銭債権・債務 
短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　９７，５１６百万円 
長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　１４，００２百万円 
短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　２３，３６５百万円 
 

（損益計算書に関する注記） 
関係会社との取引高 
営業取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，６１０百万円 
営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　 ３，２８１百万円 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
自己株式に関する事項 

（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取りによるものです。 

普通株式 

当事業年度減少株式数 当事業年度増加株式数 前事業年度末株式数 株式の種類 

― 

当事業年度末株式数 

９，４１３，３９０ ３，８８７ ９，４０９，５０３ 

（単位：株） 



（８） 

（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産） 

関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　５，１４４百万円 
税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　２，１９３百万円 
会社分割に伴う関係会社株式　　　　　　　１，８１９百万円 
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　１，０６１百万円 
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　 ８５７百万円 
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　 ７２０百万円 
投資有価証券評価損　　　　　　　　　　　 ４９７百万円 
ゴルフ会員権評価損　　　　　　　　　　　 ７０百万円 
賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　 ４２百万円 
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８２百万円 
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　１２，４８８百万円 
評価性引当額　　　　　　　　　　　　 △１０，３８５百万円 
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　２，１０２百万円 
 

（繰延税金負債） 
その他有価証券評価差額金　　　　　　　△１，１９４百万円 
その他　　　　　　　　　　　　　　　　△ ７百万円 
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　△１，２０１百万円 
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　 ９０１百万円 

 
 
（追加情報） 
　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律および東日本大震災からの復興のため
の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成２３年１２月２日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金
資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成２４年４月１日以降解消するものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の４０.０
パーセントから、回収または支払が見込まれる期間が平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までのものは３７.０パーセント、平成２７年
４月１日以降のものについては３５.０パーセントにそれぞれ変更しています。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した
金額）が１８７百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が３５７百万円、その他有価証券評価差額金が１７０百万円、それぞれ
増加しています。 



（９） 

（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社および関連会社等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

直接所有 
１００％ 

子
　
　
　
会
　
　
　
社 

期末残高 
（百万円） 科目 

ＤＯＷＡマネジメントサービス譁 

会社等の名称 議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

直接所有 
１００％ 

経営管理 
資金貸付 

取引の内容 取引金額 
（百万円） 種類 

短期貸付金 ３４，３２９ 
６０１ 

１，６２８ 

― 

売　掛　金 経営管理料の受取 
（注）１ 

資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

当社の銀行借入金に対する 
有価証券の担保提供 

（注）２ 

債務の保証（注）８ 
債務保証料の受取 

（注）８ 

３２，７９５ 
― 

４，９１４ ― ― 

６，３２３ ― ― 
１３ 未 収 収 益 ２ 

１４２ 

業務委託料の支払 
（注）３ 

１，６３３ 未 払 費 用 １４３ 

８６７ 業務委託料の支払 
（注）５ 

未 払 費 用 ７５ 

ＤＯＷＡメタルマイン譁 

ＤＯＷＡテクノロジー譁 

事務委託 

直接所有 
１００％ 技術支援委託 

エ コ シ ス テ ム 千 葉 譁 間接所有 
１００％ 資金貸付 

７，７０７ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ７，７９７ 
１２８ ― ― 

６，２９７ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ５，２２１ 
１１５ ― ― 秋 　 田 　 製 　 錬 　 譁 間接所有 

８１％ 資金貸付 

グリーンフィル 小 坂 譁 間接所有 
１００％ 資金貸付 

２，３２７ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ２，２８８ 
３８ ― ― 

９，２８１ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ８，７８８ 
１６６ ― ― 小 　 坂 　 製 　 錬 　 譁 間接所有 

１００％ 資金貸付 

６，１５４ 資金の借入（注）４ 
借入利息（注）４ 

短期借入金 ７，０８９ 
１０８ ― ― 譁 日 本 ピ ー ジ ー エ ム 間接所有 

６０％ 資金借入 

３，０３６ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ４，１８５ 
５１ ― ― ＤＯＷＡサーモテック譁 直接所有 

１００％ 
経営管理 
資金貸付 

１，６２１ 経営管理料の受取 
（注）１ 

長期資金の貸付（注）４ 
資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

売　掛　金 １４１ 

１４，０６９ 長期貸付金 １４，０００ 
１，９５７ 短期貸付金 ２，０８０ 
２７３ ― ― 

ＤＯＷＡエコシステム譁 直接所有 
１００％ 

経営管理 
資金貸付 

１，０４７ 経営管理料の受取 
（注）１ 

資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

売　掛　金 

短期貸付金 

９１ 

９，００８ ７，７５３ 
― １２８ ― 

ＤＯＷＡメタルテック譁 直接所有 
１００％ 

経営管理 
資金貸付 

１，０６７ 

５，２０２ 

経営管理料の受取 
（注）１ 

資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

売　掛　金 ９３ 

短期貸付金 ３，６０１ 
８０ ― ― 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁 直接所有 
１００％ 

経営管理 
資金貸付 



取引条件および取引条件の決定方針等 
（注）１　経営管理料の受け取りについては、毎期交渉のうえ決定しています。 

２　当社の銀行借入金に対する有価証券の担保提供については、当社および当社グループの必要資金借入に対するものです。 
３　ＤＯＷＡマネジメントサービス譁に対する業務委託料の支払いについては、毎期交渉のうえ決定しています。 
４　資金の貸付および借入については、市場金利を勘案して利率を決定しています。 
５　ＤＯＷＡテクノロジー譁に対する業務委託料の支払いについては、毎期交渉のうえ決定しています。 
６　子会社への貸倒懸念債権等に対し、合計２,９７８百万円の貸倒引当金を計上しています。また、当事業年度において合計
１,０５３百万円の貸倒引当金繰入額を計上しています。

７　子会社に対する資金の貸付・借入は反復的に取引を行っているため、月末平均残高を取引金額として記載しています。 
８　ＤＯＷＡメタルマイン譁の原料鉱石仕入に対して支払保証を行っています。 
９　小名浜製錬譁の借入に対して債務保証を行っています。 

 
 
（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 　２８４円３７銭 
２．１株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　　 ５円１８銭 
３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 
①損益計算書上の当期純利益　　　　　　　 １，５５５百万円 
②普通株式に係る当期純利益　　　　　　　 １，５５５百万円 
③普通株式の期中平均株式数　　　　　　　３００，５３３千株 

 
（重要な後発事象に関する注記） 
該当する事項はありません。 

（１０） 

関
連
会
社 

子
　
会
　
社 

期末残高 
（百万円） 科目 会社等の名称 議決権等の 

所有割合 
関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 種類 

５，７６１ 債務の保証（注）９ 
債務保証料の受取 

（注）９ 

― ― 
８ ― ― 

間接所有 
３１．６％ ― 小　名　浜　製　錬　譁 

秋田ジンクリサイクリング譁 間接所有 
１００％ 資金貸付 

５，８５８ 資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ 

短期貸付金 ５，８０３ 
１０８ ― ― ＤＯＷＡサーモエンジニアリング譁 間接所有 

１００％ 資金貸付 

資金の貸付（注）４ 
貸付利息（注）４ ― 

４，２０２ 短期貸付金 ３，７７１ 
７４ ― 




